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独立行政法人国立病院機構中期目標

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という ）第２。

９条第１項の規定に基づき、独立行政法人国立病院機構（以下「国立病院機構」とい

う ）が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という ）を次のよう。 。

に定める。

平成１６年４月１日

平成１８年３月３１日改定

厚生労働大臣 坂 口 力

前文

我が国の医療は、国民皆保険制度とともにどの医療機関でも受診が可能なフリーア

クセスの仕組みの下、全般的な生活水準や公衆衛生の向上、医療関係者の努力等とも

相まって、世界最高の平均寿命・健康寿命を達成し、世界保健機関（ＷＨＯ）の評価

においても、我が国の保健システムは世界最高とされている。

国立病院・療養所においても、昭和２０年に厚生省が旧陸海軍病院や軍事保護院所

管の傷痍軍人療養所等を引き継いで発足して以来、国民病と言われた結核の治療や地

、 、域の医療拠点などとして国民の医療の向上に大きな役割を果たすとともに その後も

がん、循環器病等の高度先駆的な治療や、重症心身障害、進行性筋ジストロフィーを

はじめとする神経・筋疾患、エイズ等の医療を展開し、約６０年にわたり国民医療の

確保・向上に確かな足跡を残してきている。

しかしながら、現在、我が国においては、急速に少子高齢化が進展する等社会環境

、 。 、が大きく変化する中 我が国の医療について様々な課題が指摘されている このため

①患者の選択の尊重と自己責任、②質の高い効率的な医療の提供、③国民の安心のた

めの基盤づくりという視点に立って、医療提供体制の改革が進められており、国立病

院・療養所においても、こうした視点から運営のあり方を見直すことが求められてい

る。

こうした中、国立病院・療養所は、中央省庁等改革の一環として、国立高度専門医

療センター及びハンセン病療養所を除いて独立行政法人へ移行することとなった。

、 （ 「 」 。）独立行政法人化後は 国の医療政策として担うべき医療 以下 政策医療 という

を確実に実施するとともに、時代に応じて変化する医療需要に的確に対応していくこ

とが重要である。また、国立高度専門医療センターをも含めた全国の国立病院のネッ

トワークを有効に活用しながら、積極的に国民医療の向上に貢献していく姿勢が求め

られる。

、 、 、独立行政法人への移行は 国時代の制約や慣習・旧弊から離れ 新たな法人として

変革を実行する絶好の機会であり、この機をとらえ、独自性・自主性を発揮して、経

営効率を最大限上げるとともに、政策医療の確実かつ効果的な実施・患者サービスの
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向上に積極的に取り組み、それらを国民が実感できるよう最大限の努力を期待する。

第１ 中期目標の期間

国立病院機構の本中期目標の期間は、平成１６年４月から平成２１年３月までの５

年間とする。

第２ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項

国立病院機構は、国民の健康に重大な影響のある疾病に関する医療と地域の中で信

頼される医療を行うことを基盤としつつ、特に高度先駆的医療、難治性疾患等に対す

る医療、歴史的・社会的な経緯により担ってきた医療及び国の危機管理や積極的貢献

が求められる医療として別に示す分野（別記）を中心として、医療の確保とともに質

の向上を図ること。

併せて、我が国の医療の向上に貢献するため、調査研究及び質の高い医療従事者の

養成を行うこと。

１ 診療事業

診療事業については、国の医療政策や国民の医療需要の変化を踏まえつつ、利用

、 、者である国民に対して 患者の目線に立った適切な医療を確実に提供するとともに

患者が安心して安全で質の高い医療が受けられるよう取り組むこと。

（１）患者の目線に立った医療の提供

患者自身が医療の内容を理解し、治療の選択を自己決定できるようにするため、

医療従事者による説明・相談体制を充実するとともに、患者の視点でサービスを点

検するために患者満足度を測定し、その結果について適宜、分析・検討を行うこと

により、国立病院機構が提供するサービス内容の見直しや向上を図ること。

また、主治医以外の専門医の意見を聞くことのできるセカンドオピニオン制度を

導入すること。

（２）患者が安心できる医療の提供

患者が安心して医療を受けることができるよう、国立病院機構における医療倫理

の確立を図るとともに、医療安全対策の充実に努めること。

また、地域医療に貢献するために、救急医療・小児救急等に積極的に取り組み、

平成１５年度に比し、中期目標の期間中に、救急患者及び小児救急患者の受入数に

ついて１０％の増加を図ること。

（３）質の高い医療の提供

国立病院機構の医療の標準化を図るため、クリティカルパスの活用やエビデンス

に基づく医療（ ）に関する情報の共有化を図ること。Evidence Based Medicine
これまで担ってきた重症心身障害児（者 、進行性筋ジストロフィー児（者）等）

の長期療養者のＱＯＬ（生活の質）の向上を図り、併せて、在宅支援を行うこと。

、 、国立病院機構が有する人的・物的資源を有効に活用し 地域医療に貢献するため

病診・病病連携を推進すること。これらの医療の質の向上を基盤に政策医療ネット

ワークを活用し政策医療を適切に実施するとともに、その際、政策医療の評価を行
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うための指標を開発すること。

また、平成１５年度に比し、中期目標の期間中に、クリティカルパスの実施件数

、 。については５０％ 高額医療機器の共同利用数については４０％の増加を図ること

２ 臨床研究事業

臨床研究事業については、豊富かつ多様な症例を有する国立病院機構のネットワ

、 、 （ ）ークを活用して 診療の科学的根拠となるデータを集積し エビデンス Evidence

。 、 、の形成に努めること また 我が国の医療の向上のため個々の病院の特性を活かし

高度先端医療技術の開発やその臨床導入を推進すること。

また、治験についても、上記の国立病院機構の特徴を活かし、質の高い治験を推

進するため、平成１５年度に比し、中期目標の期間中に、治験実施症例数の２０％

の増加を図ること。

３ 教育研修事業

教育研修事業については、国立病院機構のネットワークやその有する人的・物的

資源を活かし、独自の育成プログラムを開発するなど、質の高い医療従事者の養成

に努めること。

臨床研修医やレジデント（専門分野の研修医をいう ）については、平成１５年。

度に比し、中期目標の期間中に、それぞれ受け入れ数の２０％の増加を図ること。

また、政策医療に関する研修会については、平成１５年度に比し、中期目標の期

間中に、参加人数の２５％の増加を見込むとともに、地域の医療従事者に対する研

修事業の充実を図ること。

４ 災害等における活動

災害や公衆衛生上重大な危害が発生し又は発生しようとしている場合には、迅速

かつ適切な対応を行うこと。

第３ 業務運営の効率化に関する事項

企業会計原則の下、収支相償（経常損益ベース。以下同じ ）の運営が求められる。

独立行政法人の趣旨を十分に踏まえ、国立病院機構の業務運営全般にわたって抜本的

な改善を図るとともに、国立病院機構全体として収支相償の経営を目指して業務の効

率化を一層図ること。

１ 効率的な業務運営体制の確立

、 、 、効率的な業務運営体制となるよう 組織の役割分担の明確化 管理体制の再編成

弾力的な組織の構築を行い、加えて、その期待される使命を確実かつ効果的に果た

せるよう人員配置等について見直し等を行うこと。

また、看護師等養成所については、質の高い養成を行うとともに、効率的な運営

の観点から再編成を行うこと。

２ 業務運営の見直しや効率化による収支改善

各病院の特性を活かした良質な医療の提供を図るとともに、組織編成や職員の適

正配置などの業務運営の見直しを通じて、診療収入等の増収及び経費節減を図り、
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各病院の収支改善を促進すること。

（１）業務運営コストの節減等

医薬品等の購入方法の見直しや業務委託の活用等を行うことにより、材料費等の

経費の節減に努めること。

また 平成１５年度に比し 中期目標の期間の最終年度において 一般管理費 退、 、 、 （

職給付費用等を除く ）を１５％程度節減すること。。

（２）業務運営の効率化に関する事項

「行政改革の重要方針 （平成 年 月 日閣議決定）を踏まえ、平成 年」 17 12 24 18
度以降の 年間において国家公務員に準じた人件費削減に向けた取組を行うことと5
するが、医療法及び診療報酬上の人員基準に沿った対応を行うことはもとより、国

の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め政策医療の推進のための対応とともに、

、 、医療サービスの質の向上 医療安全の確保及び患者の処遇の改善等にも留意しつつ

適切な取組を進めること。なお、現中期目標期間の最終年度までの間においても必

要な取組を行うこと。

併せて、給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進めること。

（３）医療資源の有効活用

国立病院機構が有する様々な人的・物的資源を有効に活用するため、医療機器や

病床の稼働率の向上を図り、経営改善を行うこと。

（４）診療事業以外の事業に係る費用の節減

臨床研究事業や教育研修事業については、競争的研究費の獲得や授業料等の自己

収入の確保に努めるとともに、費用の節減に努め、臨床研究や教育研修の効率化を

図ること。

（５）財務会計システムの導入等ＩＴ化の推進

企業会計原則への移行に伴う新たな会計処理へ適切に対応するため、ＩＴ化の推

進を図り、各病院の財務分析を行うなど、業務の効率的な運営に努めること。

（６）業務・システム最適化

国立病院機構総合情報ネットワークシステムにおける、システム構成及び調達方

式の見直しを行うことにより、システムコスト削減、システム調達における透明性

の確保及び業務運営の合理化を図ること。

このため、上記システムに係る刷新可能性調査等を平成１８年度中に実施し、こ

れらを踏まえ平成１９年度末までに業務・システムの最適化計画を策定し、公表す

ること。

第４ 財務内容の改善に関する事項

「第３ 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮した中期計画の予算

を作成し、当該予算による運営を実施することにより、中期目標の期間における期首

に対する期末の財務内容の改善を図ること。
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１ 経営の改善

中期目標の期間の５年間を累計した損益計算において、経常収支率を１００％程

度とすること。

２ 固定負債割合の改善

各病院の機能の維持を図りつつ、投資の効率化を進め、国立病院機構の固定負債

（長期借入金の残高）を減らすことにより財務内容の改善を図ること。

第５ その他業務運営に関する重要事項

１ 人事に関する計画

国民の医療需要や医療環境の変化に応え、良質な医療を効率的に提供していくた

めに、医師等の医療従事者を適切に配置する一方、技能職についてはアウトソーシ

ング等に努め、一層の効率化を図ること。

また、必要な人材の育成や能力開発、人事評価や異動を適切に行うことのできる

システムの確立を図ること。

２ 医療機器・施設設備に関する事項

医療機器・施設設備については、費用対効果や法人全体の財務を総合的に勘案し

て着実に実施すること。

３ 再編成業務の実施

独立行政法人国立病院機構法（平成１４年法律第１９１号）附則第７条に基づく

業務として 「国立病院・療養所の再編成・合理化の基本方針 （昭和６０年３月、 」

２９日閣議報告）に基づき実施されている「国立病院・療養所の再編成計画 （平」

成１１年３月の計画見直し後のものをいう ）に定められていた再編成対象病院の。

うち、平成１５年度末において未実施となっている１０病院について的確に実施す

ること。

４ 機構が承継する債務の償還

承継した債務の処理を確実に行うこと。
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（別記）

国の医療政策として担うべき医療（政策医療）の分野

がん

循環器病

精神疾患

神経・筋疾患（進行性筋ジストロフィーを含む ）。

成育医療

腎疾患

重症心身障害

骨・運動器疾患

呼吸器疾患（結核を含む ）。

免疫異常

内分泌・代謝性疾患

感覚器疾患

血液・造血器疾患

肝疾患

エイズ

長寿医療

災害医療

国際医療協力

国際的感染症


